
年 ～ 年
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（ ）

円 円 円
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チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成

施　 策 市民総ヘルパー推進事業
1

1,584

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,625

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

○

○

○

○

○

×

×

Ü

○

○

○

0

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

2.00 －
日常生活用具給付事業

単位 計画値 2.00

人 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

訪問理美容サービス延利用
者数

単位

単位

件

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 5,657

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

在宅支援事業

平成

24年度 25年度

国県補助金等

老人福祉費

任意事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

概ね65歳以上の高齢者で介護認定を受けている在宅生活をしている者。
平成21年度からの安心生活創造事業は高齢者のみではなく、障がいのある方も対象に含み一般会計の事業であるが生活支
援の観点からこのシートに記述した。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

高齢者等に在宅支援のサービスを提供し、在宅生活の支援を行う。
また、地域の介護力を高めるために、平成21年度から生活・介護サポーター養成事業を行っている。

在宅高齢者にサービス(外出支援・寝具乾燥・訪問理美容・配食・住宅改修費申請支援・日常生活用具支援)の提供を行う。
また、生活介護サポーター養成講座を行い、安心生活創造事業の対象者（地域で孤立する可能性がある高齢者等）へ必要な
見守り支援等を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

180.00

人

千円

138.00

0.19

単位当たりコスト①

488,085

150.00

1.00

2.00 2.00

－

－

計画値

実績値

－

87.29% －

290.00

180.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

1,537,710

合計

51.00

25年度

11,188.00

2,830,512

－

150.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,244,520

9,766.00

外出支援サービス延利用者
数

150.00

配食サービス事業配食数

－

実績値

計画値

99.28%

－

289.83

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

寝具類乾燥消毒サービス延
利用者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

13.00

合計

人

指　標　名　等

7,241

必要人員

7,241 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

183,240

1,337.5211,142.83

137.00

150.00

13,000.00

150.00

－－

175.00

3,050.53

160.00

24年度 25年度

180.00

163.00

541,505

123.00

3,322.12

101.88%

180.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

5,625

15,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・配食サービスの見直し

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

283

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.70

5,625

0826
（42）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

任意事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
蠣　田　智　徳

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岩﨑　猛

チェック

在宅での生活に支援の必要な高齢者に対し、サービスを提供することにより、住み慣れた地域での生活の継続助長が出来た。

市民総ヘルパー構想に基づき地域全体の介護力を上げるように
取り組みを進めている。
　外出支援サービスのうち、通院支援サービスのコストが高い
ため制度を廃止し、利用者をタクシー利用助成の制度に移行す
るよう見直しを行った。
　配食サービスは、配食数や利用者負担に地域格差が生じてい
るため、制度の見直しが必要である。

在宅での生活に支援の必要な高齢者に対し、住み慣れた地域で
の生活が継続出来るように、在宅支援サービスを提供した。
　民間で実施していないサービスや低所得者への負担軽減を行
う必要があるため、市が実施する必要がある。

寝具乾燥消毒サービスについては、シルバー人材センターに委託し、市民参画型のケースになっている。

○

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

13,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

283 福祉保健部 高齢者福祉課（在宅支援事業）.xls



年 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

対象者に文書やパンフレット等により事業の案内をしている。

○

○

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

18.00

岩﨑　　猛

チェック

家族介護者に対する介護手当の支給、介護用品券の支給やリフ
レッシュ事業等を実施することにより経済、物質、精神面での
支援を行い家族の介護負担の軽減を図った。

家族介護教室は、在宅介護支援センターの事業と調整すること
により効率化を図ることができる。
事業内容等を見直すことによりコスト削減することができる。

在宅で高齢者の介護をしている家族が、安心して介護できる環
境づくりを行った。
市民のニーズは、アンケートや個別の要望等により把握に努め
ている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
蠣田　智徳

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.70

15,394

0826
（42）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

任意事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

284

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

介護用品支給の費用抑制。

③

27,076

18.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

102.27%

150.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

335.00

13,092.56

132.00

24年度 25年度

150.00

135.00

1,422,514

386.00

10,537.14

250.00

18.00

400.00

－

38.00 32.00

40.00 40.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

12,636,122

49,748.515,243.91

254.00

計画値

コ ス ト

計画値

38.00

合計

人

指　標　名　等

12,971

必要人員

22,547

106.28%

－

41,758.33

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

家族リフレッシュ事業参加
者

（介護者）

対　前　年　比

人

介護用品支給者数
250.00

家族介護教室開催回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 708,255

18.00

一般財源等

1,253,295

合計

51.00

25年度

15.00

751,650

－

250.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

Ü

－

120.00% －

47,217.00

150.00

計画値

－

計画値

実績値

40.00

34.00 2.00

40.00

18.00

20.00 20.00

－

－

20.00

40.00

400.00

人

千円

239.00

0.54

単位当たりコスト①

1,728,218

400.00

26年度

人

千円

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

介護保険特別会計

在宅で高齢者の介護をしている家族が安心して介護できる環境を作り高齢者の在宅福祉の向上を図ること。

・家族介護教室を開催し介護の知識や技術の習得をする。
・介護用品の支給券の交付。
・家族介護者リフレッシュ事業を開催し在宅で介護している家族の方同士の交流を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等21,451 11,682

24年度 25年度

国県補助金等

任意事業費

任意事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

在宅で高齢者等を介護している家族等

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

家族介護支援事業

平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 18,046

人件費

活
動
・
結
果
指
標

家族介護教室参加者
単位

単位

回

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

人

ヘルパー受講支援補助金支
出者

指標化できない成果

計画値

実績値

生活・介護サポーター講座
終了者数

指　標　名

19.00 －
家族介護手当支給者数

単位 計画値 20.00

人 実績値

26年度

×

0

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

Ü

×

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

×

Ü

Ü

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,501

9,576

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,625

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成

施　 策 市民総ヘルパー推進事業
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

284 福祉保健部 高齢者福祉課（家族介護支援事業）.xls



年 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

－

岩﨑　猛

チェック

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることが出来るよう心配
ごと相
談、弁護士相談を行い不安の解消を行うとともに、かけはしの
業務を社会福祉協議会に委託した。

心配ごと相談、弁護士相談の利用者は、ほぼ横ばいで推移して
いる。
　相談業務の統合を検討したが地域住民の相談内容は様々で、
相談を受ける側も専門的知識が必要となるため、相談内容別の
方が利用者にとっては、現行システムの方が効率が良い。
　心配ごと相談は利用者が少ないため、開催回数を見直す必要
がある。

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることが出来るよう心配
ごと相
談、弁護士相談を行い不安の解消を行うとともに、かけはしの
業務を社会福祉協議会に委託した。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
蠣田　智徳

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.10

6,779

0826
（42）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

在宅福祉事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

287

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

今年度までに実施した改善内容

来年度から、心配ごと相談事業を廃止。
弁護士相談事業は総務課へ移行。

解決できていない課題

③

6,779

－

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

98.33%

60.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23.00

8,000.00

60.00

24年度 25年度

60.00

59.00

472,000

24.00

8,000.00

30.00

－

0.00

－

22.00 23.00

42.00 30.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

23.00

計画値

コ ス ト

計画値

33.00

合計

人

指　標　名　等

15,901

必要人員

17,257

115.00%

－

709,166.67

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
心配ごと相談開催回数

対　前　年　比

回

生活支援員登録者数
30.00

かけはし契約件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 4,479,000

6.00

一般財源等合計

7.00

25年度

5.00

4,255,000

－

30.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

－

120.00% －

895,800.00

60.00

計画値

－

計画値

実績値

0.70

0.37 0.39

0.70

102.00

125.00 0.00

－

－

0.00

0.00

24.00

人

千円

20.00

0.14

単位当たりコスト①

480,000

24.00

26年度

人

千円

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるようにさまざまな相談に応じ、適切な助言や援助を行う。

支援を必要とする高齢者に保健･医療･福祉サービス等についての相談に応じ、適切な支援や相談内容に即したサービス等の
紹介等を行う。また、心配ごと相談等を社会福祉協議会へ委託し高齢者等の不安の解消を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,975

24年度 25年度

国県補助金等

老人福祉費

老人福祉に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

高齢者及びその家族。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

高齢者相談事業

平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 15,673

人件費

活
動
・
結
果
指
標

弁護士相談開催回数
単位

単位

件

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

件

心配ごと相談の相談件数
（平均）

指標化できない成果

計画値

実績値
心配ごと相談の相談件数

指　標　名

107.00 －
弁護士相談の相談件数

単位 計画値 125.00

件 実績値

26年度

○

0

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

×

×

○

○

×

○

×

Ü

○

○

合計

○

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,584

1,356

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

804

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成

施　 策 市民総ヘルパー推進事業
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

287 福祉保健部 高齢者福祉課（高齢者相談事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

26 3

1

主要施策

市民総ヘルパー推進事業

人件費

基本方針

大事業

11,269

計画値

主な
関連

予算・
事業名

項

目

コスト（千円）

国県補助金等

対　前　年　比

3,616

平成 25

2,334

合計

実績値

指　標　名

0 一般財源等

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人件費

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

×

○

年度

0

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

有
効
性

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

効
率
性

Ü

×

○

○

○

○

×

Ü

○

Ü

○

×

×

○

×

×

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

人

登録訪問員（生活サポー
ター）登録者数

指標化できない成果

単位

計画値

実績値
サポーター養成講座終了数

単位

単位

人

単位

単位

実績値

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

受益者負担

千円

活
動
・
結
果
指
標

生活支援事業

4 平成

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

 直接事業費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系 在宅福祉事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・地域から孤立する可能性があり生活支援が必要なひとり暮らし高齢者や身体障害者等。
・家族が要介護者を家族で支える意欲のある者。
・ひとり暮らしの高齢者や重度身体障害者等で構成されている世帯で、緊急時に不安のある者。

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

コスト（千円）

直接事業費

在宅福祉事業費

24年度 25年度

国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

中事業 1

11,534

施　 策

・見守りや生活支援することにより市民の孤独死、餓死、虐待を未然に防止する。
・要援護高齢者や家族が家族介護に関する知識や技術を習得する。
・お太助フォンに「あんしんボタン」を設定することにより緊急時の不安の解消を図る。

・定期的に利用者宅を訪問し安否確認を行う。
・サポーター養成講座を開催し介護知識、介護技術、認知症や障害者の基礎知識を習得する。
・お太助フォンに「あんしんボタン」を設定し緊急時に消防署や協力員に速やかに連絡し迅速に対応する。

財源（千円）

受益者負担 受益者負担

財源（千円）

人件費

人

千円

安心生活創造事業利用登録者数

人0.28

単位当たりコスト①

今後の計画値
（計画年度）

コ ス ト

－

26年度

年度

500.00

－

サポーター養成講座を受講し終了、
登録訪問員として登録した者。

26年度

年度

計画値

実績値

500.00

320.00

500.00

321.00

－

ー

－

目標年度に目標を達成できそうである

専門性をもった人材を活用できている

一般財源等合計

33.00

25年度

446.00

－

104.71% －

市
民
参
画－

30.00 あんしんボタン設置者数（平成
25年度から）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

安心生活創造事業
利用登録者数

－

実績値

計画値

40.00

500.00

467.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

市民への情報提供を行っている

あんしんボタン設置者数
市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

20.00

計画値

人

合計

人

指　標　名　等

13,868

必要人員

13,868 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

29.00

38.00 32.00

ー ー

－

24年度 25年度
目標値

（目標年度）

－

年度－

備 考
（指標の計算方法、算式等）

－

－ 年度

サポーター養成講座を受講し終了
した者。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

主務課長氏名 岩﨑　猛

14,885

500.00

年度

年度

解決できていない課題

③

改善により予算要求額変更内容改善項目

①

②

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

優先的に継続する

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート569

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

市民のニーズが適正に反映されている

1

0826
（47）1281

一般会計会計名

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

電話
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】近末　訓

市民のニーズを的確に把握している

3

老人福祉費

1

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

民生費

社会福祉費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

受益者負担を検証している

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

－

0.45

14,885

Ü

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

備考欄（留意事項）

介護サポーター養成講座等により広く広報し講座の周知を行っている。

チェック

　定期的に家庭訪問するため高齢者の実態やなりすまし詐欺等
のトラブル等の回避ができる。
　介護サポーター養成講座の受講者数が少なくなっている。講
座の内容も市民にとってわかりやすくする工夫が必要となる。

　地域の登録訪問員が見守り活動することに高齢者の状況が的
確に把握できる。

×

○

○

○

○

○

　登録訪問員が一人暮らし等の高齢者や障害者の家庭を毎月訪
問することにより生活支援や地域による見守りができた。
　サポーター養成講座も定着し登録訪問員数も増加している。

○

款

妥
当
性

国や県と重複のない事務事業である

500.00

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

569 福祉保健部 高齢者福祉課（生活支援事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 24

施　 策 ２４時間保育の充実
2

30 3

15,045

13,509

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

10,564

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた107,793

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

710,000

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

×

○

×

×

○

○

○

○

○

710,000

3月1日の人数（平成26年度は4
月1日の人数）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

人
待機児童数

指標化できない成果

計画値

実績値
定員充足率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 729,497

人件費 128,946

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

保育所運営事業（公立）

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

保育所費

公立保育所管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

日中養育を受けることができない乳幼児及びその家族。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

10,113

保護者の就労等の支援を行うため希望する保育所へ、希望する時期に入所できるよう努める。

保育所への入退所の決定及び保育料の賦課徴収。公立保育所との事務の調整。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等739,675 13,914

138,838

実績値

592,094一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

収納÷調定

年度

人

千円

99.49

1.80

単位当たりコスト①

0.00

－

－

0.00

70.00

3月1日待機児童数計画値

実績値

0.00

11.00 14.00

－

99.63% －

670.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

Ü

一般財源等合計

211.00

25年度

543.00

－

100.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

541.00

収納率

乳幼児数

－

実績値

計画値

99.65%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
定員数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

166.00

合計

人

指　標　名　等

592,195

必要人員

744,542 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

99.14

100.00

500.00

－

69.61 69.36

70.00

－

780.00

24年度 25年度

780.00

100.00%

780.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

入所乳幼児延べ人数÷延べ定員数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

750,239

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

保育所の統合、民間委託を進めていく方針が決定している。
【安芸高田市保育所規模適正化推進計画、平成23年3月策定】

解決できていない課題

滞納者を更に減らすこと。（滞納額は減少してきている）。
待機児童（３歳未満児）を無くすこと。
保育士確保に苦労している。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

299

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.30

607,379

0826
（47）1283

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

保育所総務管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
荒川　裕

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

可愛川　實知則

チェック

施設により入所人数、年齢構成にばらつきがある。
０、１、２歳児の入所増、保育士確保が困難などにより、待機
児童が生じている。

民間委託するとコストダウンできる。保護者負担金徴収率を上
げる

安全で質の高い保育環境の確保。年度途中入所の場合、希望保
育所への入所困難。待機児童になることもある。民間委託する
とコストダウンできる。

ホームページ・広報誌等で入所申請等に関する情報提供を行っ
ている。

○

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

450.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

299 福祉保健部 子育て支援課（保育所運営事業(公立)）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 24

施　 策 ２４時間保育の充実
2

30 3

2,508

114,070

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,657

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた81,361

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

327,399

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

×

○

×

×

○

○

○

○

○

327,399

3月1日現在（平成26年度は4月
1日現在）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
定員充足率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 245,731

人件費 59,265

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

私立保育園支援事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

保育所費

私立保育園費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

私立保育園に通う乳幼児とその保護者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

148,231

１．保護者の就労等の支援を行うため、希望する保育所へ希望する時期に入所できるように努める。
２．私立保育園に通う乳幼児にも適正な保育サービスを提供する。

１．措置委託料、補助金（延長保育・職員研修費等）の支払い。
２．支弁台帳の作成と国県への補助金申請。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等251,330 115,444

51,209

実績値

97,807一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

収納÷調定

年度

人

千円

99.49

0.30

単位当たりコスト①

－

－

100.00

計画値

実績値

－

97.37% －

360.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

Ü

一般財源等合計

73.00

25年度

266.00

－

100.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

259.00

収納率

乳幼児数

－

実績値

計画値

99.65%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
定員数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

28.00

合計

人

指　標　名　等

82,960

必要人員

248,239 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

99.14

100.00

240.00

－

110.83 107.92

100.00

－

240.00

24年度 25年度

240.00

100.00%

240.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

入所乳幼児延べ人数÷延べ定員数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

254,987

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

滞納者を減らすこと。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

300

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.45

80,278

0826
（47）1283

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

私立保育園運営に関する経費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
荒川　裕

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

可愛川　實知則

チェック

施設により入所人数、年齢構成にばらつきがある。

民間委託するとコストダウンできる。保護者負担金徴収率を上
げる

安全で質の高い保育環境の確保。年度途中入所の場合、希望保
育所への入所困難。待機児童になることもある。民間委託する
とコストダウンできる。

ホームページ・広報誌等で入所申請等に関する情報提供を行っ
ている。

○

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

360.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

300 福祉保健部 子育て支援課（私立保育園支援事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

0.00

可愛川　實知則

チェック

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
井木　みつ恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.85

22,154

0826
(47)1283

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

保育所総務管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

301

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

H26民設民営の向原こばと園開園に向けた準備

解決できていない課題

③

144,133

1.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

1.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

97.00

合計

人

指　標　名　等

8,776

必要人員

8,776

－

144,133,000.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

民設向原こばと園整備

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

1.00

一般財源等合計

138.00

25年度

0.00

144,133,000

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

#DIV/0! －

計画値

－

計画値

実績値

保育環境の充実。

－

－

人

千円

1.05

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度H28実績値

30,881一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

安芸高田市の保育所待機児童の解消
市内保育所の適性配置、統廃合
既存施設の維持管理

民設向原こばと園への移行準備、新設補助
統合・指定管理に向けた整備
老朽施設の修繕等

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等137,226 121,979

24年度 25年度

国県補助金等

保育所費

公立保育所管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市内3歳未満児・３歳以上児（日中養育を受けることができない乳幼児及びその保護者）

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

保育所施設整備事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 0

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

Ü

30,881

H25年度　保育所緊急整備事業
実施主体への補助金
137,226千円（内県121,979
千円　市15,247千円）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

Ü

○

Ü

Ü

○

○

○

○

○

○

○

合計

Ü

○

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

30,881

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

8,776

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,907

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 ２４時間保育の充実
2

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

301 福祉保健部 子育て支援課（保育所施設整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 24

施　 策 ２４時間保育の充実

30 3

8,358

16,838

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

7,720

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた12,900

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

71,195

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

×

○

○

○

○

○

×

71,195

４月1日登録数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
児童クラブ

指標化できない成果

計画値

実績値
児童館

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 71,917

人件費 12,338

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

児童館・児童クラブ事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

児童福祉施設費

子育て支援

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・児童（小学生）
・保護者が就労等により昼間家庭にいない児童（小学生）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

22,323

・健全な遊びを与えて、健康を増進するとともに、情操を豊かにし、健全育成を図る。
・生活指導を行い、健全育成を図る。

・健全な遊びの指導、クラブ活動及びレクリエーションに関する指導。
・健康管理、安全確保及び情緒の安定に資する活動。
・児童館3館、児童クラブ11クラブ運営。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等70,656 21,111

12,986

実績値

35,972一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

４月1日登録数

年度

人

千円

438.00

1.00

単位当たりコスト①

100.00

－

－

100.00

100.00

登録数／定員×１００計画値

実績値

100.00

92.96 91.91

－

113.99% －

104,646.15

655.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

47,342,900

合計

154.00

25年度

143.00

13,881,600

－

475.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 14,964,400

163.00

児童クラブ入会者数
445.00

児童館入館者数

－

実績値

計画値

100.23%

－

85,163.19

実績値

単位当たりコスト③

実績値
負担金徴収・受付事務

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

92.00

合計

人

指　標　名　等

50,451

必要人員

80,275 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

43,369,400

98,791.34108,088.81

439.00

475.00

180.00

－

79.44 90.55

100.00 100.00

－

581.00

24年度 25年度

625.00

602.00

103.61%

655.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

入館（会）人数計

目標値
（目標年度）

年度

登録数／定員×１００

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

78,376

180.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

第2めだか児童クラブの開設を平成25年4月1日に行った。児童ク
ラブにおいて、受入方法の基準を明確化したため、低学年の待機児
童数が減少した。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

305

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.95

44,927

0826
（47）1283

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
三宅佐由里

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

可愛川　實知則

チェック

施設ごとに適正な人員配置を検証するうえで、加配のいる児童
数が増えており、人件費の削減が難しい。

民間での実施は可能であるが、勤務形態が難しく人員確保に課
題がある。

○

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

180.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

110.00

可愛川　實知則

チェック

ボランティア活動であるため、全ての提供会員が専門性を持っ
ているわけではない。

現在、他団体に委託中。委託先もこれまでの実績・人脈（提供
会員・依頼会員とも）ができており、どこの団体が実施しても
よいわけではない。

全ての依頼会員の要望に対応できていない。ボランティア活動
であり、提供会員がいない場合もある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
三宅　佐由里

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.45

5,889

0826
（47 ）1283

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

子育て支援センター運営費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

306

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

依頼会員の要望に実際に稼働できる提供会員が少ない。

③

7,732

115.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

実際に利用した依頼会員の数／依
頼会員数（11／111）

－

年度－

165.23%

600.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

依頼会員の総利用時間

総利用時間／利用回数
（632.5／575）

延べ利用回数

目標値
（目標年度）

383.00

12,132.18

348.00

24年度 25年度

600.00

575.00

4,616,000

632.50

8,027.83

120.00

110.00

－

8.18 11.70

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

110.00

計画値

コ ス ト

計画値

42.00

合計

人

指　標　名　等

6,043

必要人員

7,983

100.00%

－

時間 実績値

単位当たりコスト③

実績値
利用回数

対　前　年　比

回

依頼会員登録数
125.00

提供会員登録数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

85.00

一般財源等合計

73.00

25年度

79.00

－

125.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

107.59% －

600.00

計画値

－

計画値

実績値 21.51 27.05

1.10

－

－

実際にサポートした提供会員の数
／提供会員数（23／85）

人

千円

110.00

0.45

単位当たりコスト①

4,222,000

26年度

人

千円

子どもを預けたい会員の数。

年度実績値

2,698一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

1,850

子育て中の保護者の負担軽減。
家庭的なサポートによる子どもの健全育成。
子どもを預ける保護者（依頼会員）と預る市民（提供会員）の育児支援ネットワークの形成。

子どもを預って欲しい依頼会員と子どもを預るボランティアを希望する提供会員を登録。
依頼会員の希望に応じ、保育所・児童クラブ等開始前や終了後、子どもの預かりを行う。預りは提供会員の家で行い、家庭
的な雰囲気の中で子どもを見守り交流をして、子育ての知恵を伝えたり、子どもの成長をともに見守る体制を作る。
また、共働きの増加に合わせた病後児の預かり実施、緊急時の宿泊を伴う預りを実施する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等4,075 1,843

24年度 25年度

国県補助金等

児童福祉施設費

子育て支援施設運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

育児支援が必要と認められる世帯。
小学校3年生までの子どもとその保護者（障害のある子どもの場合は中学3年生まで）

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

ファミリーサポートセンター事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 4,222

人件費

活
動
・
結
果
指
標

利用時間数
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
提供会員稼働率

指標化できない成果

計画値

実績値
利用会員利用率

指　標　名

1.10 －
平均利用時間

単位 計画値

時間 実績値

26年度

○

4,548

子どもを預る会員数。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

4,548

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

3,761

1,940

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,657

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 24

施　 策 ２４時間保育の充実
2

30 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

306 福祉保健部 子育て支援課（ファミリーサポートセンター事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 19

施　 策 ２４時間保育の充実
1

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,250

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

68,350

○

○

○

○

○

合計

Ü

○

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

Ü

○

68,350

H24年度　68,110千円/46人
（3月末）　≒1,481千円（1人
当たりコスト）
H25年度　68,350千円/50人
（3月末）　≒1,367千円（1人
当たりコスト）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
定員充足率

活
動
・
結
果
指
標

定員数
単位

単位

箇所

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 68,110

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

保育所運営事業（指定管理）

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

保育所費

指定管理保育所委託費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市内３歳未満児・３歳以上児（日中養育を受けることができない乳幼児及びその保護者）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

保護者の就労等の支援を行うため、希望する保育所へ希望する時期に入所できるよう努める。
民間事業者の能力を活用しつつ、保育事業の効果及び効率を向上させる。

指定管理契約締結と指定管理料支払

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等68,350

実績値

68,350一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

3月1日現在（平成26年度は4月
1日現在）

年度H28

60.00

人

千円

46.00

単位当たりコスト①

60.00

－

－

83.30

計画値

実績値

－

100.00% －

68,110,521.00

100.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

65.00

25年度

1.00

68,350,000

－

42.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 68,110,521

1.00

乳幼児数

指定管理・運営事務

－

実績値

計画値

108.70%

－

68,350,000.00

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
収納率

対　前　年　比

％

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

68,110

必要人員

68,110 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

50.00

33.00

1.00

60.00

－

76.60 83.30

78.00

－

60.00

99.09

24年度 25年度

100.00

99.60

60.00

100.51%

100.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

収納÷調定

目標値
（目標年度）

年度

入所乳幼児延べ人数÷延べ定員数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

71,600

1.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

H25年度より2期目、みつや保育所の指定管理の実施

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

570

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.40

71,600

0826
（47）1283

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

みつや保育所

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
井木　みつ恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

可愛川實知則

チェック

○

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

1.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

570 福祉保健部 子育て支援課（保育所運営事業(指定管理)）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

150.00

可愛川　實知則

チェック

専門性を持った団体が実施することで、業務運営が効率よく実
施される。

施設には、預かる人数に限りがあるため、利用したい児童が必
ず全員利用できるわけではない。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
三宅佐由里

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.40

7,255

0826
（47）1283

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

子育て支援センター運営費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　子育て支援課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

571

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

10,250

100.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

実際に利用した児童数／登録児童
数（54／139）

－

年度－

200.00%

5.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

総利用時間

総利用時間／延べ利用児童数
（2,798／528）

延べ利用児童数

目標値
（目標年度）

3,576.00

1.00

24年度 25年度

5.00

2.00

2,798.00

600.00

170.00

3,000.00

－

35.10 38.84

40.00 40.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

528.00

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

8,000

必要人員

8,000

77.19%

－

時間 実績値

単位当たりコスト③

実績値
病後児預り利用者数

対　前　年　比

人

一時預り利用者数
600.00

会員登録児童数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

139.00

一般財源等合計

65.00

25年度

148.00

－

700.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

93.92% －

5.00

計画値

－

計画値

実績値

5.00

2.79 2.16

5.00

5.23

5.00 5.00

－

－

5.00

40.00

延べ利用児童数／開所日数
（528／244）

4,000.00

人

千円

684.00

単位当たりコスト①

3,000.00

26年度

人

千円

延べ利用児童数

年度実績値

6,605一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

2,995

適切な処遇が確保される施設にて、一時的に児童を預る

子育て中の保護者の負担軽減。
「一時預り」は、家庭において、一時的（参観日・通院・短時間就労など）に保育が困難な児童を一時的に施設で預かる。
「病後児預り」は病気回復期で集団保育・家庭保育が困難な児童を一時的に施設で預かる。このことにより、保護者の子育
てと就労等の両立を支援する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等7,000 2,995

24年度 25年度

国県補助金等

児童福祉施設費

子育て支援センター運営に関する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

生後6カ月から小学校3年生以下の全ての児童とその保護者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

支援センター一時預り事業

12 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 8,000

人件費

活
動
・
結
果
指
標

一時預り利用時間数
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

人

一日当りの一時預り利用者
数

指標化できない成果

計画値

実績値
一時預り利用率

指　標　名

5.29 －
一時預り平均利用時間数

単位 計画値 5.00

時間 実績値

26年度

○

9,600

児童数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

Ü

×

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

×

○

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

9,600

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

0

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,250

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 23

施　 策 ２４時間保育の充実
1

30 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

571 福祉保健部 子育て支援課（支援センター一時預り事業）.xls



～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

相談内容を絞りこんでから、内容に見合う相談に繋げるため、
一般的な広報は行わず、一義的な相談にて相談先の振り分けを
行っている。

×

×

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

36.00

岡島　勤

チェック

昨年度実績値より上回ったものもあるが、相談ニーズの増加に
よるもので、目標値を達成しているとは言い難い。
また、子どもの成長発達や養育環境に伴い、相談内容は増減す
るので目標値が設定しにくい。

専門性のある人材活用はできているが、数的に少なく、ニーズ
に対応しきれない現状があるため、人材育成のための研修の充
実が必要。

専門性のある相談対応者が必要であり、人件費によるところが
大きく、コスト削減が難しい。

相談自体を有料化すると相談ニーズがあっても利用せず、生き
づらさを持つ障害児が支援に繋がらない可能性がある。

発達障害者（児）は増えており、その他の障害がある児童につ
いての相談ニーズも含め、十分に把握できていない。
相談対応できる者が、専門の相談員に依存しており十分にニー
スに応えていない。

対応できる相談員の人数、力量により相談ニーズへタイムリー
に対応できていない。

児童の発達に関する相談事業は県のこども家庭センターでも実
施しているが、日数や距離の問題があり、相談内容による住み
分けを行っているため重複ではない。
専門性・中立性の高い組織であれば民間事業所での対応は可
能。
数量的・専門性において減少しないのであれば、他の事務事業
との統合は可能。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
岡野　あかね

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.45

3,579

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害児福祉費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

316

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○就学支援体制について、保健医療課主催の5歳児相談への協力により、
　就学支援の必要な児童に対して保護者と関係機関の共通認識や就学の
　検討を行う場の確保ができた。
○相談業務を通じて、主任保育士で発達支援の研究を行う機会を作るこ
　とができ、保育士のスキルアップができた。

解決できていない課題

○発達支援教室は、指導技術を持つ担当者一人で実施しているめ、参加ニーズ
　に十分に応えられておらず、待機状態があった。
○保護者や保育士、学校からの相談対応者が療育相談の専門家に依存している
　状況であり、相談対応（発達検査を含む）ができる相談員のすそ野が広がっ
　ていない（人材育成）。
○健診担当課及び教育委員会との連携を強化し、出生～健診～集団生活（保育
　所・幼稚園・学校）にかかわる担当各々の情報共有と切れめのない支援体制。

③

3,579

36.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

76.00%

100.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

個別相談・施設支援等の対象児を就
学支援につないだ件数（就学支援件
数／相談対象児童数）

受講者数／想定される支援が必要
な乳児の発生数（X／0.1×出生
数）（％）

目標値
（目標年度）

65.00

50.00

24年度 25年度

100.00

38.00

59.00

80.00

36.00

100.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

102.00

計画値

コ ス ト

計画値

80.00

合計

人

指　標　名　等

4,106

必要人員

4,106

134.21%

－

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値
発達支援教室受講者割合

対　前　年　比

％

施設支援件数
64.00

相談員による個別相談

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

28.00

一般財源等合計

57.00

25年度

30.00

－

72.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

Ü

－

93.33% －

100.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

100.00

人

千円

76.00

0.40

単位当たりコスト①

100.00

26年度

人

千円

施設において支援を行った児童の
延べ人数

年度実績値

720一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

障害がある子どもや発達上支援の必要な子どもについての心身発達上の問題や悩みや育児上の困りごとが解決できる。
配慮を要する子どもとの関わり方を工夫し、健やかな育児（保育）ができることで保護者（保育者）の育児不安や負担感が
軽減する。
未就学児の相談から就学支援、必要に応じて学齢期支援まで途切れない継続した相談支援ができる。
これらのことを通して子どもの発達上の二次障害を防ぐことができ、健やかな成長が期待できる。療育相談
　個別相談　月１回
　施設支援（保育所・学校）年間
　発達支援教室　月２回（対象者一人あたり６回受講）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等735

24年度 25年度

国県補助金等

障害児福祉費

障害児福祉に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

障害がある、発達上の課題があり、支援を要するなどで生活上の困難を持つ児童とその保護者
障害や発達上の困難性のある子どもの保育者，教員等の支援者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

障害児童相談支援事業

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 720

人件費

活
動
・
結
果
指
標

就学支援実施状況
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

720

相談にあがった児童の延べ人数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

Ü

○

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

720

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

3,386

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,844

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

施　 策 障害児福祉の充実
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

316 福祉保健部 社会福祉課（障害児童相談支援事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 25

施　 策 障害児福祉の充実
2

26 3

2,117

13,219

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,226

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

18,098

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

Ü

○

Ü

○

○

○

Ü

Ü

Ü

○

18,098

手当受給者数（平成25年度末）
44人
実績値は年平均人数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
広報

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 17,746

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

障害者手当事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

児童扶養手当費

児童扶養手当の支給に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

重度の障害がある在宅の人で、日常的に特別な介護を必要とする人

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

13,383

在宅の重度障害者（児）の経済負担を軽減する。

　特別障害者手当（国制度）：月額　26,260円。対象者：20歳以上の在宅の障害者で、身体障害者手帳の1級・2級程度の障害が２つ
以上あるか、同程度以上の状態にある人。注意事項：入院中（3ヶ月以上）及び施設に入所中の人は対象外。所得制限有。
　障害児福祉手当（国制度）：月額　14,280円。対象者：20歳未満の在宅の障害児で、身体障害者手帳1級・2級の児童・療育手帳Ａ
の児童・重度の精神障害の児童。注意事項：施設に入所中の児童は対象外。所得制限有。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等15,434 11,492

実績値

4,715一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

手当受給者数（平成25年度末）
9人

年度

人

千円

8.66

0.25

単位当たりコスト①

171,460

－

－

2.00

計画値

実績値

－

75.67% －

269,575.17

1.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

1,414,670

合計

31.00

25年度

59.60

13,773,260

－

8.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 16,066,680

45.10

障害児福祉手当受給者数
8.00

特別障害者手当受給者数

－

実績値

計画値

92.38%

－

305,393.79

実績値

単位当たりコスト③

実績値
経過的福祉手当受給者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

50.00

合計

人

指　標　名　等

6,644

必要人員

19,863 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,367,680

170,960.00163,356.81

8.00

8.00

58.00

－

2.00 2.00

2.00 2.00

－

171,460.00

1.00

24年度 25年度

1.00

1.00

170,960

170,960.00

100.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

手当受給者数（平成25年度末）
１人

目標値
（目標年度）

年度

「広報あきたかた」への広報記載
回数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

16,660

58.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

申請主義のため、ホームページ・広報紙を使って広報するととも
に、障害者手帳交付時に説明し制度の周知を図っている。
また、施設入所・長期入院（3カ月以上）となった場合は、受給資
格が喪失となるため、新規認定時・支払通知時に制度内容を通知
し、返還金が発生しないよう周知している。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

319

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.25

5,168

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

特別障害者手当費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
仲増　弘樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岡島　勤

チェック

　障害者やその家族からの申請に基づき、手当の受給資格要件
を審査し、決定している。
　事業の性質上、計画値を設定することは難しい。
　審査にあたっては、診断書の内容等、医学的専門的判断を必
要とする場合が多く、嘱託医の意見を訊く体制を取っている。

　特別児童扶養手当等の支給に関する法律、同施行令の規定に
のっとり、事務処理を行っている。
　コストとしては、手当の支給金額以外では人件費と嘱託医の
報酬のみで、申請件数が年間15件程度と少ないため、今以上
の効率化を図ることはできない。

　特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、福祉事務
所を管理する地方公共団体の長が実施機関となって実施してい
る制度である。そのため、市独自での制度設計や、事業の見直
し等が行えるものではない。
　この制度は、障害者の所得保障の一環として、重度の障害の
ため必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助とし
て手当を支給することにより、精神又は身体に著しく重度の障
害を有する人々の福祉の増進を図るもので、引き続き、維持し
ていくべき制度と考える。

　申請主義であることから、市民への周知が一番の課題と考え
る。ホームページや広報紙を使っての広報に加え、障害者手帳
の取得時に、サービス一覧表を手渡し、制度の周知を図るよう
にしている。

○

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

58.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

319 福祉保健部 社会福祉課（障害者手当事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

　自立支援協議会での協議など、障害者や関係者の意見を聞く
場は整備・保障されているが、さらに一般市民の参画を推進す
る必要がある。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

2

1,500.00

岡島　勤

チェック

　平成25年度は、新たに放課後等デイサービスの事業所が市
内に1か所追加となり、利用者は昨年の25名から、4４名に増
えている。
　一方、日中一時支援事業の利用者は、13名から７名と、減
であるが、障害児の放課後支援についてはニーズが高く、全体
としては今後も増加することが想定される。
　平成24年度からは、障害児通所支援の支給決定をする際、
障害児支援利用計画が必要となり、平成26年度で全員に計画
作成する見込みである。

　障害児療育支援事業は平成21年度当初は日中一時支援のみ
であったが、平成23年度からは、委託先事業所に障害者自立
支援法に基づく、児童デイサービスが併設された。
　平成24年度からは、法改正に伴い、児童デイサービスは児
童福祉法に基づく放課後等デイサービスに移行し、現在に至
る。
　放課後等デイサービスが主、日中一時支援が従となったこと
で、事業所の運営も安定してきたため、市からの委託料につい
て見直しを行った。
　今後は、施設利用料等についても検討課題である。

　障害児を対象とした施設・事業は、児童福祉法に基づいた障
害児通所支援と、市事業の地域生活支援事業（日中一時支援事
業）を行っている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
北森　智視

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.45

13,413

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

障害児福祉費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

児童福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　７割以上の障害児通所支援利用者について、障害児支援利用計画
の作成ができた。

解決できていない課題

　療育や支援が必要な子どもに、適切サービスが提供できるよう、障害
児相談支援の充実を図ることが重要である。相談支援専門員、支給決定
を行う市職員のスキルアップとともに、平成26年度設置予定の基幹相談
支援センターと連携しながら、家族を含めた支援の在り方を考えていく
必要がある。

③

35,115

1,500.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

障害児支援利用計画作成者数/障
害児通所支援利用者

100.00

－

年度－

44.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成27年3月末までに全てのサー
ビス利用者に計画相談支援を実施

目標値
（目標年度）

8.00

24年度 25年度

36.00

210.00

1,500.00

44.00

－

18.00 78.30

－ 70.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0

0.003,548.83

188.00

計画値

コ ス ト

計画値

90.00

合計

人

指　標　名　等

9,290

必要人員

21,381

52.51%

－

9,003.01

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

障害児療育支援施設利用回
数

210.00

障害児通所給付費給付件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 15,658,645

3,653.00

一般財源等

1,270,481

合計

57.00

25年度

1,732.00

32,888,000

－

210.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

210.91% －

9,040.79

計画値

－

計画値

実績値 －

－

100.00

10.00

人

千円

358.00

0.45

単位当たりコスト①

20.00

26年度

人

千円

210.00 平成25年度
　登録者数　　7名

年度

1,500.00

実績値

10,780一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

24,817

障害児通所施設において、障害のある児童に対する訓練等を行い、障害児の福祉の向上を目的とする。

・未就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他必要な支援を行う。
・肢体不自由児に、児童発達支援及び治療を行う。
・就学中の障害児に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流その他必要な支援を行う。
・保育所等に訪問し、障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他必要な支援を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等32,231 21,702

24年度 25年度

国県補助金等

障害児福祉費

障害児福祉に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

障害児通所給付費利用者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

施設支援事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 17,571

人件費

活
動
・
結
果
指
標

障害児相談支援
単位

単位

件

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

%

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

障害児支援利用計画の
作成率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

35,597

件数＝年間給付日数
利用者　4４名
　児童発達支援　　　　　　８名
　医療型児童発達支援　　　2名
　放課後等デイサービス  ３４名
　保育所訪問支援　　　　　0名

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

Ü

○

×

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

35,597

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

3,810

12,091

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,884

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 24

施　 策 障害児福祉の充実
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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